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公募要綱の配布 

・ 

参加申込受付 

・ 

質疑の受付及び回答 

令和７年４月 25 日（金）～令和７年６月 18日（水） 

公募要綱を水巻町ホームページ上で公開します。 

参加意思がある事業者は書類【様式 1,2】を提出してください。 

毎週水曜日までに行われた質疑については、その週の金曜日までに

回答を水巻町ホームページ上で公開します。 

 

提案書類提出期限 令和７年６月 25 日（水） 

  

プレゼンテーション 令和７年７月９日（水） 

  

結果通知 令和７年７月 10 日（木）に応募者全員に文書で通知発送します。 

  

仮契約 
本町と契約条件等の協議を行い、土地売買仮契約を締結します。土

地売買代金の 10％以上に当たる契約保証金を納付してください。 

  

議会議決 
令和７年７月末日までに仮契約を締結し、令和７年９月議会への付

議を予定しています。 

  

本契約 
仮契約書については、水巻町議会の議決に付し、可決されたときに

本契約として効力を生じるものとします。 

  

土地売買代金の納付 
水巻町議会の議決を得た日から原則 30日以内に土地売買代金の納

付が必要です。 

  

計画の承認 
本契約有効後に事業計画書に基づいた計画を策定していただき、本

町の承認を得ることとします。 

  

所有権移転登記 登記は本町で行います。 
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水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地） 

事業提案公募要綱 

I   公募の趣旨                         

本件土地（以下「公募対象地」という。）は、町北端（ＪＲ水巻駅から北方向へ直線距

離約 3.1 ㎞）に位置し、昭和 35 年～昭和 41 年に木造平屋の長屋住宅として、猪熊町営

住宅（全 114 戸）が建設されていました。その後、耐用年数の経過による建物の老朽化・

居住者の安全性等を考慮して、平成 23 年度にすべての建物の撤去を終え、町営住宅用地

としての用途が廃止されています。 

土地の概況は概ね平坦地で、発展が進む北九州市八幡西区・若松区へのアクセスが良

好な位置関係にあります。また、このエリアは第 1 種低層住居専用地域に設定されてい

るため、一般の戸建住宅や民間の賃貸住宅等が混在する居住環境が形成されています。 

今回、公募対象地において、周辺環境と調和した良好な住環境を築き、地域活性化に

つながる優れた企画力・開発力のある民間事業者による戸建住宅用地を主とした事業提

案を広く募集します。併せて提示された買受希望価格を含めて総合的に判断し、最も優

れた提案者を事業予定者として選定し、土地を売却することといたします。 

II 土地利用に関する方針                    

事業提案の募集にあたり、公募対象地の土地利用に関する方針を示します。 

公募対象地周辺の猪熊地区は、都市計画法に基づく第 1 種低層住居専用地域に指定さ

れ、若年者層から高齢者層に至る幅広い世代が共存する新旧の良好な街並みを形成して

いる。公募対象地の土地利用については、このような地域特性や引き続きベッドタウン

として発展する町の位置づけを踏まえ、安心・安全に暮らせる良質な住環境の形成や定

住の促進及び地域活性化につながるまちづくりに寄与することを目標とする。 

III  公募対象地                               

所在地 地番 地目 

面積 

公簿（㎡） 実測（㎡） 

水巻町猪熊八丁目 1004 番 1 宅地 16,419.14 16,419.14 

詳細については、資料 1「物件調書」に記載しています。必ず応募者において、現地や

周辺状況及び諸規制について、調査・確認を行ってください。 
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IV 最低売却額             １０１，０００，０００ 円   

V   応募者の資格等                       

１. 応募者の構成 

(1) 事業提案を行う者（以下「応募者」という。）は、単体の法人又は複数の法人に

よって構成される企業等連合体とします。 

(2) 応募者が企業等連合体の場合、構成員の中から選任された代表者（以下「代表事

業者」という。）が、応募及び事業の諸手続きを行うものとします。 

(3) 応募者は、一つの提案に限り応募することができるものとします。なお、一つの

法人が複数の企業等連合体への参加を通じて、複数応募することはできません。 

２. 応募者の参加資格要件 

応募者は、次の（1）から（10）までのすべてに該当する法人とします。ただし、応募

者が企業等連合体の場合は、（3）から（9）までについてはすべての構成員が要件を満た

すことが必要ですが、（1）及び（2）については、構成員全体でこの要件を満たしていれ

ばよいものとします。また、（10）については、土地所有者となる構成員において、この

要件を備えていることが必要です。 

(1) 応募者自ら本件土地を取得し、活用すること。 

① 応募者が単独の場合は、応募者自らが本件土地の所有者となり、戸建住宅用地を主と

して販売してください。 

② 応募者が企業等連合体の場合は、代表事業者による土地の取得又は企業等連合体の土

地所有者となる構成員による共有での土地の取得とします。 

③ 本件土地を取得した者が、予め町へ報告・承認を得ている計画目的以外での本件土地

の所有権を第三者に移転することは、原則として禁止します。ただし、企業等連合体

の場合は、土地所有者となる構成員への所有権移転は認めます。 

(2) 本件土地の取得及び事業提案の実施に必要な知識、経験、資格、技術力、資金力

及び社会的信用をすべて備えている者であること。 

① 建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 23条の規定に基づく一級建築士事務所、二級

建築士事務所又は木造建築士事務所のいずれかの登録を行っていること。ただし、事

業提案内容の住宅の設計ができること。 

② 建設業法（昭和 24年法律第 100号）第 3条第 1項の規定に基づく、建築一式工事に

つき特定建設業又は一般建設業の許可を受けていること。 

③ 建設業法第 3条第 1項の規定に基づく、土木一式工事につき特定建設業又は一般建設

業の許可を受けていること。 
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④ 自ら土地を取得して住宅開発及び販売を行う者で、宅地建物取引業法（昭和 27年法

律第 176号）第 3条に規定する免許を有していること。 

(3) 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167 条の 4の規定に該当しないこ

と。 

(4) 最近一年間の国税（法人税及び消費税）、本店所在地の都道府県税（法人都道府

県民税及び地方消費税）及び本店所在地の市町村税（法人市町村民税、固定資産

税及び都市計画税）を滞納していないこと。 

(5) 国又は地方公共団体の指名停止又は指名除外の措置を受けていないこと。 

(6) 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てがなされ

ている者又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申

立てがなされている者等経営状態が著しく不健全な者でないこと。 

(7) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号。以下

「暴対法」という。）第 2条第 2号に規定する団体（以下「暴力団」という。）で

ないこと又は役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結

する事務所をいう。）を代表するものをいう。）が、同条第 6 号に規定する暴力団

の構成員（構成員とみなされる場合を含む。）でないこと。 

(8) 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11年法律第 147号。

以下「団体規制法」という。）第 8条第 2項第 1号に掲げる処分を受けている団

体及びその役職員又は構成員でないこと。 

(9) （7）若しくは（8）に掲げる者から委託を受けた者、又は（7）若しくは（8）に

掲げる者の関係団体でないこと。 

(10) 本町が指定する日までに、売買代金の納付が可能であること。 

３. 失格について 

次の要件に該当する応募者は、失格とします。 

(1) 応募者が参加資格要件を欠くこととなった場合又は要件を欠いていると判明し

た場合 

(2) 申込みに必要な書類に虚偽の記載をした場合 

(3) 申込期間内に申込みに必要な資料を提出しなかった場合 

(4) 公正な計画提案や審査を妨げ、若しくは不正の利益を得るために連合したと認め

られる場合 

(5) その他、本事業の遂行にふさわしくないと認められた場合 
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VI 応募条件等                         

１. 土地利用の考え方 

(1) 土地利用の前提条件 

資料 2に示す猪熊地区に関する上位計画を踏まえた上で、周辺の住環境及び良好な街

並みの形成や、住民の定住促進に配慮した戸建住宅用地を主とした計画を行ってくだ

さい。 

(2) 開発行為の申請 

公募対象地について、開発行為の申請が必要な場合は、応募者が行うものとしま

す。 

２. 売却要件 

公募対象地は全体での売却とし、一部分のみの売却は行いません。 

公募対象地（地積測量図） 16,419.14㎡ 

３. 土地利用計画の要件 

(1) 土地利用の制限 

①  建築物の用途 

 町の上位計画等を踏まえ、周辺の住環境及び街並みに調和した、戸建住宅用地を主と

した用途としてください。 

 ・暴力団の事務所の使用は認めません。 

 ・風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122号）第 2

条第 1項に規定する風俗営業及び同条第 5項に規定する性風俗関連特殊営業その他

これらに類する業の使用は認めません。 

 ・団体規制法第 5条に規定する観察処分を受けた団体の事務所の使用は認めません。 

②  快適な公共空間の推進 

土地利用にあたって、広場、公園、緑地等の快適性向上に努めてください。 

(2) 売却条件等 

① 所有権移転等の制限 

事業予定者は、所有権移転後５年以内に実施計画（X－4「事業計画の実施」参照）

で定めた用途に供してください。実施計画完了までの間は、予め町へ報告・承認を

得ている計画目的以外での土地の売買、贈与、交換、出資等による所有権の移転又

は所有権の移転を主たる目的とした合併（以下「売買等」という。）を行わないもの

とします。ただし、企業等連合体の場合は、土地所有者となる構成員への所有権移

転は認めます。 
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② 土地利用計画の要件の承継 

事業予定者が、売買等を行う場合は、土地利用計画の要件について、売買等の相手

先に承継させるものとします。 

(3) 売買契約の解除 

事業予定者が土地売買契約に定める義務を履行しないときは、本町は契約の解除を

行い、あわせて土地売買代金の 2割に相当する額の違約金を徴収するものとします。 

(4) 土地の引き渡し 

土地は現状のまま事業予定者に引き渡します。除却された建物の基礎杭等の有無は

不明です。また、進入防止柵、擁壁（側溝含む）及び埋設管等の工作物は残ります。 

埋設管については一部、石綿管が使用されています。そのため、事業予定者の責任

において大気汚染防止法（昭和 43年法律第 97号）、労働安全衛生法（昭和 47年法

律第 57号）、建築基準法（昭和 25年法律第 201号）、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律（昭和 45年法律第 137号）及び関係法令等を遵守し、買主の負担で撤去して

ください。 

(5) その他 

建物の建築にあたっては、関係法令、福岡県及び本町の条例等により、協議等を行

う必要が生じる場合がありますので、関係機関にご確認ください。 

また、当該地で建築行為を行うときは、地元自治会等、周辺住民への積極的な情報

提供に努めるとともに、地元説明会を事前に開催するなどし、周辺住民の意見には

誠意を持って対応してください。 

VII  応募書類等                        

１. 応募書類及び提出部数 

(1) 申込みに関する書類（1部） 

応募者は、必ず「応募申込書【様式 1-1】」「役員一覧【様式 1-2】」を提出してくだ

さい。また、応募者が企業等連合体の場合は、「企業等連合体調書【様式 2】」と各

応募者の「役員一覧【様式 1-2】」も合わせて提出してください。 

(2) 事業提案に関する書類（①②は 10部、③は 1部） 

書類は原則Ａ4判の大きさで作成し、1冊に綴じてください。なお、図面等Ａ4判

での作成が困難な場合はＡ3判で作成し、Ａ4判の大きさになるように折り込んで綴

じてください。提案書類において、企業名や企業ロゴ等の応募者が分かる情報を伏

せる必要はありません。 
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後述する計画評価項目に基づき採点します。計画評価項目に沿った書類の作成及び

プレゼンテーションをお願いします。 

① 事業計画提案書類 

ｲ) 趣旨書（事業コンセプト、住宅タイプや対象居住者などの計画概要を含む基本方

針等を総括的に記載してください） 

ﾛ) 事業スケジュール（土地引渡し以降の諸手続き、施工計画、販売・入居時期等に

ついて記載してください） 

ﾊ) 事業分担計画書（企業等連合体の場合：各応募者の役割分担を記載してください） 

ﾆ) 事業収支計画書（概算事業費、資金調達及び回収計画等を記載してください） 

ﾎ) その他説明書（計画概要の説明等、特に必要と思われるもの） 

② 関係図書（図面等は 10枚以内にしてください。また、必ずしも建築図面は必要とし

ませんが、提案内容が分かるように、できるだけわかりやすく表現してください） 

ｲ) 土地利用計画図、造成計画平面図、給排水計画平面図、公共施設計画配置図（付

帯設備含む） 

ﾛ) 提案計画に類似する過去の事業実績（実施図面や周知パンフレット等） 

ﾊ) その他説明図書（その他説明が必要と思われるもの） 

③ 応募者に関する資料（1部） 

ｲ) 法人の定款 

ﾛ) 法人概要書（様式自由 企業の事業実績・概要等が分かる案内パンフレット等） 

ﾊ) 「V－2 応募者の参加資格要件（2）」に規定する建設業許可及び各資格証の写し 

ﾆ) 履歴事項全部証明書（提出後に変更があった場合は、速やかに差替えてください。） 

ﾎ) 法人の印鑑証明書 

ﾍ) 納税証明書（国税（法人税及び消費税）、本店所在地の都道府県税（法人都道府県

民税及び地方消費税）及び本店所在地の市町村税（法人市町村民税、固定資産税

及び都市計画税）に係る未納のない証明書（令和５年度分又は直近 1期分）） 

ﾄ) 直近 3期分の財務諸表（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書（旧商

法においては利益処分計画書又は損失処理計算書）、法人税申告書写し） 

・企業等連合体の場合は、構成事業者すべてについて提出してください。ただし、

ﾄ）は代表事業者のものを提出することにします。 

・公的証明「ﾆ)～ﾍ）」は、申込日前 3ヶ月以内に発行されたもの（原本）に限り 

ます。 

(3) 譲受希望土地価格調書【様式 4】（1 部） 

最低売却額未満の金額を記載したものは無効とし、その提出者は失格とします。 
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封筒に譲受希望土地価格調書のみを入れて封印し、封筒の表面に次の例のとおり記

入・押印のうえ提出してください。（封印は調書に押印したもの） 

 

 

２. 応募書類の取扱い 

(1) 応募書類については、原則として提出後の変更は認められません。 

(2) 応募書類やその他応募者から提出された書類は、原則として返却しません。 

(3) 応募書類の著作権は応募者に帰属しますが、審査等において必要な場合は無償で

使用できるものとします。 

(4) 応募内容については、審査終了後など必要に応じて、その内容を公開する場合が

あります。原則として応募内容のすべてが公開の対象となりますが、応募者の正

当な利益を害するおそれがあるものについては、非公開とします。 

(5) 応募に関して必要となる費用は、すべて応募者の負担とします。 

VIII  応募日程等                        

１. 公募要綱の配布 

令和７年４月 25日（金）～令和７年６月 18日（水） 

２. 参加申込受付 

(1) 受付期日 

令和７年４月 25日（金）～令和７年６月 18日（水） 

(2) 提出方法 

「申し込みに関する書類（1部）」を持参又は郵送にて事務局（水巻町役場 財政課 

水巻町長 様 

 

譲受希望土地価格調書在中 

住所（所在地） 〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

氏名（法人名・代表者名） 〇〇〇〇〇〇 

 （代理人氏名） 代理人 〇〇〇〇〇 

印 

印 

印 印 
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管財係）に提出してください。なお、郵送で提出する場合は、特定記録郵便又は簡

易書留郵便で郵送（必着）してください。 

応募書類提出後、事情により申し込みを辞退する場合は、辞退届【様式 3】を提出

してください。 

３. 質疑の受付及び回答 

(1) 受付期間 

令和７年４月 25日（金）～令和７年６月 18日（水） 

(2) 提出方法 

本公募に関し質問がある場合は、「質疑書【様式 5】」を持参、郵送（必着）、電子

メール又は FAXにて事務局（水巻町役場 財政課管財係）に提出してください。 

(3) 回答方法 

質疑受付期間中、毎週水曜日までに行われた質疑については、その週の金曜日まで

に質疑及びその回答を水巻町ホームページ上で公開します。 

４. 提案書類の受付期間 

(1) 受付期日 

令和７年４月 25日（金）～令和７年６月 25日（水） 

(2) 提出方法 

「事業提案に関する書類（10部）」を持参又は郵送（必着）にて事務局（水巻町役

場 財政課管財係）に提出してください。なお、郵送で提出する場合は、特定記録郵

便又は簡易書留郵便で郵送してください。 

５. プレゼンテーション 

(1) 日 時；令和７年７月９日（水）午後から 

・プレゼンテーションの時間は、45 分以内（説明 30分・町からの質疑 15分）と

します。 

・プレゼンテーションの順番は、応募締切後に通知します。 

(2) 会 場；遠賀郡水巻町頃末北一丁目 1番 1号 水巻町役場 3階 302 会議室 

パソコン、プロジェクター等のプレゼンテーションに必要な機材は、応募者にて準

備してください。プレゼンテーションの際にスクリーンを使用する場合は町が用意

します。企画提案書提出時に予め財政課管財係に申し出てください。 

６. 質疑・書類提出の時間及び場所 

(1) 提出時間；平日の午前 9時～午後 5 時 15分 
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(2) 提 出 先；遠賀郡水巻町頃末北一丁目 1番 1号 

事業提案公募事務局（水巻町役場 財政課管財係） 

電 話：093（201）4321 内線 212 ＦＡＸ：093（201）4423 

e-mail：kanzai@town.mizumaki.lg.jp 

IX  審査及び事業予定者の決定                   

１. 提案審査等 

提案内容の審査は、応募書類に記載された内容について、本町が設置する水巻町猪熊

八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業者選定委員会（以下「委員会」という。）が行い

ます。なお、委員会の会議は非公開とします。 

(1) 適格性の確認 

委員会において、提出された応募書類に記載された内容が、応募者の資格や応募条

件等を満たすことを確認します。資格不備又は虚偽の記載がある場合、関係する法 

律や条例に抵触する場合、応募条件を満たしていない場合等は失格とします。 

(2) 提案内容の審査 

委員会において、応募者によるプレゼンテーションを行い提案内容について審査し

ます。採点は別に定める水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業者選定

基準（以下「選定基準」という。）に基づき以下の評価項目ごとに行い、その合計点

を各応募者の計画評価点とします。なお、各評価項目の内容が分かるプレゼンテー

ションを行っていただきます。 

●計画評価項目（50点満点） 

評価項目 

（1）周辺との調和・町の将来性の向上 

●周辺環境に調和した計画となっているか。 

●周辺に寄与する計画となっているか（公共空地や道路・歩道幅員のゆとりある

確保等、当該エリアに寄与する計画となっているか）。 

●地域の活性化、町の将来性に対するイメージアップへつながる計画となってい

るか。 

●公共空間における快適性の向上に努めているか。 

（2）計画の実現性 

●計画が十分に実現可能なものとなっているか。 

●明確な事業スケジュールとなっているか。 

●収支計画について、妥当なものとなっているか。 

mailto:kanzai@town.mizumaki.lg.jp
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（3）応募者の適格性・対応力 

（4）事業実績 

(3) 価格点の算定 

事務局において、譲受希望土地価格調書を開封し、以下の計算式で各応募者の価格

点を算出します。なお、最低売却額未満の金額を記載したものは無効とし、その提

出者は失格とします。 

●価格点算定式（50点満点：小数第 2位を四捨五入） 

(4) 審査方法 

計画評価点（50点満点）に価格点（50 点満点）を加えたものを各委員の点数とし、

各委員の点数の合計が一番高い業者を最も優れた計画内容を有するものとして選定

します。なお、合計点数が同点の場合は、最高点数を得た応募者のうち最も多くの

委員に選定された応募者を選定します。 

２. 事業予定者の決定等 

(1) 事業予定者の決定 

委員会の選定に基づき、本町が事業予定者を決定します。なお、応募者が 1社の場

合でもプレゼンテーションを行い、提案内容が適切であると判断された場合は事業

予定者として決定します。 

(2) 結果通知 

選考結果は、特段の事情がない限り令和７年７月 10 日（木）に応募者全員に文書

で通知発送いたします。 

ただし、企業等連合体の場合は、代表事業者にのみ通知いたします。 

(3) その他 

① 選考結果に対する異議等については、一切応じません。 

② 事業予定者は、事業予定者としての地位を第三者に譲渡することはできません。 

③ 事業予定者が、事業着手前に、下記の事由に該当する場合は、応募事業者のうち、委

員会の審査における第二位順位者を事業予定者に変更することがあります。以下、同

じように取り扱います。 

ｲ) 事業予定者が、本要綱に記載する応募参加資格を満たさなくなったと本町が判断

した場合。 

ﾛ) 事業予定者が、本要綱に記載する応募条件等に反することが判明した場合。 

 

価格点＝50点× 
当該応募者の提示する譲受希望価格 

 
当該事業の提案のなかで最も高い譲受希望価格 
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ﾊ) 事業予定者が、事業実施に必要な手続きを行わない場合。 

X   契約の締結等                        

１. 契約等の締結 

(1) 事業予定者とは、本町と契約条件等の協議を行い、合意形成されたときに土地売

買仮契約を締結します。なお、契約書の内容は、「町有財産売買契約書（案）【様

式 6】」を参照してください。 

(2) 事業予定者には、仮契約締結と同時に土地売買代金の 10％以上に当たる契約保証

金を納付していただきます。なお、事業予定者が本契約後に本町の指定する日ま

でに土地売買代金を納入しなければ、契約を解除し、契約保証金は本町に帰属す

るものとします。 

(3) 仮契約書については、水巻町議会の議決に付し、可決されたときに本契約として

効力を生じるものとします。 

(4) 令和７年７月末日までに仮契約を締結し、令和７年９月議会への付議を予定して

います。 

(5) 本契約有効後、事業予定者には事業計画書に基づいた実施計画を策定していただ

き、本町の承認を得るものとします。 

(6) 議会の議決が得られない場合は、仮契約を解除することとし、本町はその一切の

責任を負わないものとします。なお、契約保証金は返還を行い、それにかかる利

息等は発生しないものとします。 

２. 代金の納入等 

(1) 水巻町議会の議決を得た日から 30日以内に土地売買代金を納付していただきま

す。土地売買代金は、本町が発行する納入通知書により納入していただきます。 

(2) 本町が特にやむを得ない理由があると認めた場合は、納付期限について別途協議

し、延長することができるものとします。 

(3) 契約保証金は、土地売買代金に充当することができます。 

３. 土地の引渡し及び権利の登記等 

(1) 土地は、現状のまま事業予定者に引き渡します。 

(2) 所有権移転登記は、土地売買代金（遅延利息が生じた場合は、遅延利息を含む。）

の納入及び次項に定める事業計画の承認後、本町が行います。 

(3) 所有権移転登記に要する費用は、事業予定者の負担とします。 
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４. 事業計画の策定・実施 

事業予定者は、本要綱及び提出した事業計画書に基づいて計画を策定し、本町の承認

を受けた後、事業を実施するものとします。また、計画を変更する場合も、本町の承認

を得るものとします。 

５. その他の事項 

(1) 公募対象地の調査について 

本公募の応募に関し、分譲対象地の現地調査が必要な場合は、事務局に申し出てく

ださい。 

(2) 事業予定者が次の①から⑧までの一に該当するときは、契約を解除することがで

きるものとします。この場合において、解除により事業予定者に損害があっても、

本町はその損害の賠償の責を負わないものとします。 

① 役員等（法人の役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

を代表するものをいう。）が、暴力団の構成員（暴対法第 2条第 6号に規定するもの

（構成員とみなされる場合を含む。）以下「構成員等」という。）であるとき。 

② 構成員等が経営に事実上参加していると認められるとき。 

③ 暴力団又は構成員等に対して、資金的援助又は便宜供与をしたとき。 

④ 構成員等であることを知りながら、その者を雇用し若しくは使用しているとき。 

⑤ 暴力団又は構成員等であることを知りながら、その者と下請契約若しくは資材、原材

料等の購入契約を締結したとき。 

⑥ 自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって、暴力団又は構成員等を利用したとき。 

⑦ 役員等又は使用人が個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不正の利益を図

る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は構成員等を利用したとき、

又は暴力団又は構成員等に資金援助若しくは便宜供与をしたとき。 

⑧ 役員等又は使用人が、暴力団又は構成員等と密接な交際又は社会的に非難される関係

を有しているとき。 

(3) 資料等の閲覧について 

本公募に関連する地質調査（ボーリング）の資料はありません。 
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【様式 1-1】 

 

 

水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業提案公募 

応募申込書 

 

令和  年  月  日 

 

水 巻 町 長  様 

 

所 在 地 

 

名   称 

 

代表者氏名                  印 

                    （企業等連合体の場合は、代表事業者） 

 

 

 水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業提案公募要綱の記載内容を承知

のうえ、必要書類を添えて申し込みます。 

 なお、この申込書及び添付書類の記載事項については、事実と相違ないことを誓約

するとともに、あわせて暴力団もしくは暴力団員又は暴力団関係者等で、警察当局か

ら排除要請がある者及びその代理人でないことを誓約します。 

 また、資格確認のために必要な官公庁への照会を行うことについて承諾します。 

 

 

【担当者等】 

 

 〇担当部署： 

 

 〇担当者名： 

 

 〇連 絡 先： 

 

 ※提出される必要書類の項目に基づき書類リストを添付してください。 

※印は、印鑑登録証明書と同じ印鑑を捺印してください。 
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【様式 1-2】 

 

役 員 一 覧 

 

法人名                  

役職名 氏 名
（ふりがな）

 性 別 住 所 生年月日 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

※1）履歴事項全部証明書（法人登記簿）に記載されている役員全員を記載してください。 

※2）社会福祉法人等の場合は、定款等で定めた役員全員を記載してください。 

※3）企業等連合体の場合は、各事業者ごとに作成してください。 
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【様式 2】 

 

水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業提案公募 

企業等連合体調書（兼代表者選任届） 

私共は、代表事業者を代表者と定め、水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業提

案公募に関する一切の権限を委任します。また、資格確認のために必要な官公庁への照会を

行うことについて承諾します。 
 申込者名 業務内容 

代 表 

事業者 

所 在 地 

名  称 

代表者名                印 

代表者生年月日 

 

事業予定者に決定した 

場合の土地の持分 

/ 

構 成 

事業者 

1 

所 在 地 

名  称 

代表者名                印 

代表者生年月日 

 

事業予定者に決定した 

場合の土地の持分 

/ 

構 成 

事業者 

2 

所 在 地 

名  称 

代表者名                印 

代表者生年月日 

 

事業予定者に決定した 

場合の土地の持分 

/ 

構 成 

事業者 

3 

所 在 地 

名  称 

代表者名                印 

代表者生年月日 

 

事業予定者に決定した 

場合の土地の持分 

/ 

※1） 印は、印鑑登録証明書と同じ印鑑を捺印してください。 

※2） 各事業者の本公募における業務内容の概要を記載してください。 
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【様式 3】 

 

 

 

辞 退 届 

 

   令和  年  月  日 

水 巻 町 長  様 

 

所 在 地 

                 

名   称 

                 

代表者氏名                  印 

                    （企業等連合体の場合は、代表事業者） 

 

 

件名： 水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業提案  
 

 

上記案件について、下記理由により辞退します。 

 

【辞退理由】 
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【様式 4】 

 

 

水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業提案公募 

譲受希望土地価格調書 

 

事業予定者となった場合には、下記価格で水巻町との土地売買契約を締結いたします。 

 

金                   円 

 

 

 

 

応募者名 

代表者名 

企業等連合体の場合

は、代表事業者 

 

印   

 

 

 

所在地 

 

 

 

〒□□□－□□□□ 

 

 

※応募者印は、印鑑登録証明書と同じ印鑑を捺印してください。 
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【様式 5】 

 

 

水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業提案公募 

質 疑 書 

 

令和  年  月  日 

 

水 巻 町 長  様 

 

所 在 地 

名   称 

代表者氏名                印 

 

担 当 部 署 

担当者氏名 

（連絡先：                ） 

 

 水巻町猪熊八丁目 1004 番 1（町営住宅跡地）事業提案公募に関し、以下のことに

ついて質問します。 

 

質問番号 1 要綱の記載箇所  

（質問内容） 

 

質問番号 2 要綱の記載箇所  

（質問内容） 

※記入欄が足りないときは、適宜別紙を追加してください。 
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【様式 6】 

 

町有財産売買契約書（案） 

 

売払人 水巻町（以下「甲」という。）と買受人                （以下「乙」

という。）とは、次の条項により町有財産の売買契約を締結する。 

この契約は、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭和 39年条

例第 11号）第 3条に該当するので、水巻町議会に付し議決を得たときに本契約としての効力

を生じるものとする。なお、甲及び乙は、仮契約締結から議会の議決を得るまでの一切の危

険負担は負わないものとする。 

（信義誠実の義務） 

第 1条 甲乙両者は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。 

（売買物件） 

第 2条 甲は、次の物件（以下「売買物件」という。）を現状有姿のまま乙に売り渡し、乙は

これを買い受けるものとする。 

所 在 地 地 目 地積（㎡） 

水巻町猪熊八丁目 1004番 1 宅 地 16,419.14 

（公簿売買） 

第 3 条 売買物件の面積は、前条記載の登記簿上の表示面積によるものとし、売買物件の登

記簿上の面積と実測面積とが相違した場合であっても、甲および乙は相互に相手方に対し売

買代金の増減等一切異議・請求を申し述べない。 

（売買代金） 

第 4条 売買代金は、金             円とする。 

（契約保証金） 

第 5条 乙は、契約保証金として金            円をこの契約と同時に甲に納

付するものとする。 

2 前項の契約保証金には、利息を付さないものとする。 

3 第1項の契約保証金は、第18条の損害賠償の予定又はその一部と解釈しないものとする。 

4 乙が、次条の指定日までに売買代金を完納しないときは、契約保証金は甲に帰属するもの

とする。 
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（売買代金の支払い） 

第 6条 乙は、売買代金の全額を、甲の発行する納入通知書により、議会の議決を得た日か 

ら 30日以内に甲に納付しなければならない。ただし、甲が特に認めた場合は、納付期間の延

長することができる。 

（所有権の移転） 

第 7条 売買物件の所有権は、乙が第 4条に定める売買代金を完納し、第 11条 2項に定める

甲の通知が乙に到達したときに移転する。 

2 甲は第 11条 1項に定める承認をしたときは速やかに売買物件の所有権移転登記を嘱託す

るものとする。ただし、嘱託登記に必要な登録免許税その他の経費は乙の負担とする。 

（物件の引渡し） 

第 8条 甲は、前条の規定により売買物件の所有権が乙に移転したときに、速やかに売買物

件を現状有姿のまま乙に引き渡すものとする。 

（契約不適合の担保責任の免除） 

第 9条 甲は、売買物件が種類又は品質に関し本契約の内容に適合しないものであっても担

保責任を一切負わない。ただし、甲が知りながら告げなかった事実又は甲自らが第三者のた

めに設定し又は第三者に譲渡した権利については、甲はその責任を免れることはできない。 

（危険負担） 

第 10条 乙は、本契約成立後売買物件引き渡しまでの間に、売買物件の一部又は全部が滅失

又はき損したときであってもその滅失又はき損による負担を甲に請求することができないも

のとする。  

（実施計画） 

第 11条 乙は、公募要綱及び事業計画書に基づき、甲と協議の上、本契約成立後速やかに実

施計画を策定し、甲の承認を得るものとする。なお、実施計画の策定にあたっては、関係法

令等を遵守するものとする。 

2 前項の承認後、甲は乙に対し、直ちに承認をした事実を通知する。 

3 乙は、本契約に基づく所有権移転後 5年以内に、実施計画で定めた用途に供さなければな

らない。 

4 次の各号に該当する場合は、甲の承認を得て実施計画を変更することができるものとする。

ただし、軽微な変更については届出で足りるものとする。 

（1） 社会経済情勢の著しい変動により、事業計画の内容が不適切、もしくはその達成が困

難となった場合 

（2） その他、甲がやむを得ないと認めたとき 

5 乙は、実施計画完了までの間は、予め町へ報告・承認を得ている計画目的以外で第三者に

売買物件を譲渡してはならない。ただし、企業等連合体の売買物件所有者となる構成員への

所有権移転はこの限りではない。この場合、実施計画は承継するものとする。 
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（用途の制限） 

第 12条 乙は、売買物件を次の各号に定める用途に供し、又は他人に供させてはならない。 

（1） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77号）第 2条第

2号に規定する暴力団その他反社会的団体及びそれらの構成員がその活動のために利用する

施設等周辺住民に著しく不安を与える施設 

（2） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23年法律第 122号）第 2

条第 1項に規定する風俗営業及び同条第 5項に規定する性風俗関連特殊営業その他これらに

類する業の使用 

（3） 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成 11 年法律第 147号）第

5条に規定する観察処分を受けた団体の事務所 

2 乙は、売買物件を第三者に所有権移転するときは、前項の条件を付するものとし、当該第

三者に対して本条の規定に反する使用をさせてはならない。 

（実地調査等） 

第 13条 甲は、前条の用途の制限の確認に関し必要があると認めるときは、乙に対し、売買

物件について随時に実地調査を行うことができ、又は所要の報告を求めることができる。こ

の場合において、乙はその調査を拒み、妨げ、又は報告を怠ってはならないものとする。 

（契約の解除） 

第 14条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないときは、本契約を解除することができ

る。 

（返還金等） 

第 15条 甲は、前条に定める解除権を行使したときは、乙が支払った売買代金を返還する。

ただし、当該返還金には利息を付さない。 

2 甲は、解除権を行使したときは、乙の負担した契約の費用は返還しない。 

3 甲は、解除権を行使したときは、乙が支払った売買物件への必要費、有益費その他一切の

費用は返還しない。 

（違約金） 

第 16条 乙は、第 14条の規定により解除権を行使されたときは、売買代金の 2割に相当す

る額を違約金として、甲に支払わなければならない。 

2 乙がこの契約の規定に違反し、売買物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供

したと認められる場合において、乙が第 12 条の規定に違反し、解除権を行使されたときは、

前項の違約金に加えて、売買代金の 8 割に相当する額の違約罰を制裁金として支払うものと

する。 

3 前項の違約金は、第 18条に定める損害賠償の予定又はその一部と解釈しないものとする。 
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（原状回復義務） 

第 17条 乙は、第 14条の規定により甲から解除権を行使されたときは、自己の負担におい

て甲の指定する期日までに売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲

が売買物件を原状に回復させることが適当でないと認めたときは、現状のまま返還すること

ができる。 

2 乙は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又はき損しているときは、その損

害賠償として契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲に支払わなければならない。 

3 乙は、第 1項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期日ま

でに、当該物件の所有権移転登記の承諾書等を甲に提出しなければならない。 

（損害賠償） 

第 18条 甲は、乙が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の

賠償を請求することができる。 

（返還金の相殺） 

第 19条 甲は、第 15条第 1項の規定により売買代金を返還する場合において、乙が第 16

条に定める違約金又は前条に定める損害賠償金を甲に支払うべき義務があるときは、返還す

る売買代金の全部又は一部と相殺するものとする。 

（契約の費用） 

第 20条 本契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（法令等の規制の遵守） 

第 21条 乙は、売買物件の法令等の規制を熟知のうえ、本契約を締結したものであることを

確認し、売買物件を利用するにあたっては、当該法令等を遵守するものとする。 

（管轄裁判所） 

第 22条 本契約から生ずる一切の法律関係に基づく訴えについては、甲の事務所の所在地を

管轄する地方裁判所を管轄裁判所とする。 

（疑義等の決定） 

第 23条 本契約書に定めのない事項又はこの契約書の条項について生じた疑義については、

甲乙協議してこれを定めるものとする。 

（特約条項） 

第 24条 乙は、その責任と負担において、関係法令等を遵守のうえ、売買物件に埋設されて

いる石綿管を撤去するものとする。なお、当該石綿管は第 9条に定める契約不適合の担保責

任の免除が適用され、甲が告げた事実と適合しないものであっても、甲は担保責任を一切負

わない。 
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前記の契約の締結を証するため、本契約書 2通を作成し、甲乙両当事者記名押印のうえ、各

自その 1通を保有する。 

 

令和  年  月  日 

 

売払人（甲）     福岡県遠賀郡水巻町頃末北一丁目 1番 1号 

水巻町代表者 

水巻町長  美 浦 喜 明    印 

 

 

買受人（乙）      

 

 

   印 
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【資料 1】 

 

物 件 調 書 

所 在 地 水巻町猪熊八丁目 1004番 1 

土

地 
地 積 

登記簿 16,419.14 ㎡ 地 

目 

登記簿  宅地 土地の 

状 況 
更地 

実 測 16,419.14 ㎡ 現 況  宅地 

接面道路 

東側 町道和田・井地向線（幅員 8.55m～8.61m） 

西側 町道神ノ手・中山線（幅員 8.00m～9.80m） 

北側 町道中山・井地向線（幅員 6.85m～8.25m） 

南側 町道神ノ手線   （幅員 8.53m～8.58m） 

法令等に 

よる制限 

都市計画区域 
非線引 

都市計画区域 
用途地域 

第 1種低層住居

専用地域 

建ぺい率 40％ 容積率 60％ 

高度規制 有（10ｍ） 防火指定 無 

その他の主な規制 
高さ制限 10ｍ、壁面後退 1ｍ、最低敷地面積 200㎡ 

建築基準法第 22条区域 

私道負担 無 

供 

給 

処 

理 

施 

設 

 配管等の引込 事業所 連絡先 備考 

電 気 引込可 
九州電力㈱ 

八幡配電事業所 
0800-777-9401  

上水道 引込可 
北九州市上下水道局 

西部工事事務所  
093-644-7820  

下水道 引込可 水巻町下水道課 093-201-4321  

都市ガス 無（LPガス）    

公共施設 
小学校 水巻町立猪熊小学校（物件の南方 約 700m） 

中学校 水巻町立水巻中学校（物件の南南東方 約 1.9km） 

交通機関 
JR鹿児島本線水巻駅 物件の南方 約 3.2km（車で約 10分） 

北九州市営バス 猪熊バス停 物件の南方 隣接 

その他 

 本物件は、町営住宅跡地です。 

 近隣は、一般住宅が建ち並ぶ閑静な住宅地域です。 

 敷地内に進入防止柵等が設置してありますが、現況渡しです。 

 敷地内に上水道管（一部石綿管使用）が埋設されていますが、現況渡し

です。また、上水道の使用にあたっては口径別納付金の納付が必要です。 

 敷地内に未使用の防火水槽が埋設されていますが、現況渡しです。 

 敷地内のその他の地下埋設物及び地盤調査は行っていません。 

 下水道の受益者負担金は納付済みです。 

 警察協議により、周辺道路から区画割後の宅地への歩道切り下げによる
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その他 

直接乗り入れはできませんので、対象地内からの乗り入れでご検討くだ

さい。 

 周辺道路から対象地への進入路のための歩道の切り下げも、警察協議に

より各辺につき 1か所程度（東西南北各 1か所程度）となっていますの

で、周辺各道路からの進入路は各辺 1か所程度でご検討ください。 

 開発にあたっては、福岡県の許可を受けてください。 
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【資料 2】 

 

猪熊地区における本町の上位計画について 

 

1．上位計画 

◆水巻町都市マスタープラン 

水巻町は、都市計画区域の整備、開発及び保全の方針の策定以前に区域区分の適用

がなされていない区域であるが、当該地区は、主要な都市計画の決定の方針図におい

て専用住宅地として位置づけられており、良好な住環境の保全を図る地区と位置づけ

られています。 

 

◆第 5次水巻町総合計画（マスタープラン） 

水巻町は「居心地のいい町になる」を掲げ、「民間企業の力を活用した宅地造成・分

譲を行い、周辺環境との調和に配慮した良好な都市空間づくりを推進します。」として

います。 

 

◆第 3期 まち・ひと・しごと創生総合戦略 

水巻町は「町有地及び公共施設等の有効活用」を施策として掲げ、「猪熊町営住宅跡

地の積極的な利活用」を主な取組内容としています。 
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【資料 3】 

 

石綿が使用された水道管について 

 

◆本件土地に埋設されている石綿が使用された水道管 

本稿の「３.土地利用計画の要件」における「（4）土地の引き渡し」（※5ページ）に

記載の石綿が使用された水道管については、概ね以下の通りです。 

 

 

埋設深 約 1.5ｍ 

管 長 約 72ｍ 

管 径 Φ75 

位 置 下記参照図及び別紙（水道施設台帳 No.8,No.11） 

 

 

 

【参照図：概ねの埋設位置を赤線で表示しています。】 

 

 

 

 

防火水槽 


